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要 旨
本研究では自殺関連語を検索する者の援助要請行動を促しやすいインターネット広告の内容を検討し
た。広告は基本的内容に加えて、見出しに直接的メッセージ（相談してください）か共感的メッセージ（つ
らかったですね）のどちらかを含め、説明文に相談手段と支援者情報を組み合わせて8種類を作成した。6

種類の自殺関連語を検索した結果として広告一つがランダムに表示されるように Google広告を設定した。
広告のリンク先ページからボタンをクリックすると電話相談窓口へ発信することができた。ボタンクリッ
クの有無を従属変数、広告の要素を独立変数としたロジスティック回帰分析を行った結果、見出しは共感
的メッセージよりも直接的メッセージの方が約1.6倍、見出しが共感的メッセージの場合には相談手段を
説明に含んだ方が約1.2倍、ボタンクリックの割合が高くなった。すなわち、自殺の相談を促す広告には
直接的メッセージと相談手段を含むことが望ましい。

キーワード： 自殺、広告、援助要請行動、インターネット、電話相談

Abstract
The purpose of  this study was to examine what elements of  ad content were likely to promote help-seeking be-

haviors of  suicidal people who search for suicide-related keywords on the Internet. We added one of  the headlines 

direct messages (“please consult”) or empathic messages (“You feel painful”) to a basic ad content that encourages 

suicidal people to consult. Additionally, we combined the ad content with the presence of  consultation means and 

professions to create 8 types of  search-linked advertisements. Next, we set up Google ads so that one advertisement 

was showed randomly on the search result for 6 suicide-related keywords. Users could call to the helpline by click-

ing button on the linked website guiding helpline. Data was analyzed by logistic regression analyses with the button 

clicks as the dependent variable and the elements of  the ad as the independent variable. Direct messages promoted 

the “Call” button clicks about 1.6 times as frequent as empathic messages. When the ads headline contained em-

pathic messages, information on consultation means promoted the “Call” button clicks about 1.2 times as frequent as 

absence of  the information. To encourage suicidal people to seek help from consultation support service, Internet ads 

should include direct messages and the information on consultation means.
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Ⅰ　緒 言
「死にたい」「自殺方法」等の自殺に関連する語句（以

下、自殺関連語とする）のインターネット検索におい

て、個人の検索行動は自殺念慮や精神的健康度と、検

索量は自殺率とそれぞれ関連する［4, 6, 15, 18］。さら

に、自殺方法の検索と閲覧はインターネット利用者の

自殺行動を促進する危険性も示唆されている［5, 22］。

自殺関連語を検索する者には自殺リスクがあると考え、

彼らを対象とした自殺予防を積極的に行っていく必要

がある。

自殺関連語を検索する者へアウトリーチする実践と

して、インターネット・ゲートキーパー（Online Gate-

keeping: 以下、OGとする）がある［20, 21］。OGでは、

検索された語句に連動して検索結果に表示される検索

連動型広告を利用し、自殺関連語を検索する者へ相談

を促す。利用者は広告をクリックしたリンク先ページ

から、メールやチャットを使って専門家に相談できる

仕組みである。これまでの OGでは広告が数十万回表

示されれば、そのうち100～200名程度が援助要請行動

を起こしていることが報告されている［20, 21］。

より多くの相談を促すためには、援助要請行動の手

がかりとなる広告がどのような内容ならば効果的であ

るのか、検討することが重要である。専門家間での客

観的評価や、一般成人を対象とした場面想定法による

検証では、広告に含まれるべき要素として「死にたいと

考えているあなたへ」のような呼びかけ、「つらかった

ですね」「お話しませんか」といった共感的な温かみの

あるメッセージ（Message: 以下、MSGとする）、具体的

な支援・サービス内容、相談機関までのアクセス、電

話やメールなどの相談手段が示唆されている［9, 10］。

特に MSGは広告の中核的要素として重要である。医

師が患者の死にたい気持ちに対する共感を示し、死に

たい気持ちについて話すことを価値づけて関わってい

る［11］ように、自殺に傾く者に対する共感が重要であ

ることは専門家の共通認識である。ところが、共感的

コミュニケーションには、相手に温かさや配慮を伝え

る「共感的配慮」と相手の内面を正確に理解しているこ

とを示す「視点取得」が混在しており、「視点取得」に

限定した共感的 MSGは、相手と親密でないと否定的

に受け取られやすかったことが実験的に示されている

［3］。「死にたい」と話す人に対して共感を示す意味で

「とても辛い思いをしているのですね」等と自然に反応

することは問題ないとされている［25］が、「つらかっ

たですね」という文言は、相談場面では共感的配慮と

して伝わっても、関係性のできていない広告の段階で

用いる文言としては視点取得の意味で否定的に受け取

られる可能性もある。

他方、「早く受診しましょう」等と直接的に呼び掛け

る MSG（以下、直接的 MSGとする）は、主観的規範

として、メンタルヘルスの受療行動を促進するために

重要であることが示されている［8］。主観的規範とは、

ある行動に重要な他者が賛成するか否かの信念であり、

計画行動理論において行動の意図に影響を与え、行動

を促進する要因と考えられている［1, 2, 14, 17］。がん検

診の受診率を向上させる自治体からの勧奨資材では、

規範を利用して「受けましょう」という弱いMSGより

も「受けて下さい」という強い MSGが推奨されてい

る［13］。したがって、先行研究［10］において共感的

MSGに含まれている「お話しませんか」のように話す

ことを勧める文言は、むしろ規範を伝える直接的 MSG

として援助要請行動に影響を与えると推測される。

また、行動のしやすさを意味する統制可能性も、行

動の意図や行動自体に影響し［1, 2］、自分が行動を起

こしやすいと認知していれば専門家への援助要請意図

が高まることが示唆されている［17］。援助要請行動

の統制可能性に関連すると考えられるのが、相談手段

や相談相手のように相談形態に関わる情報である。あ

る相談手段が相談しやすいかどうかには個人差がある

［9］。また、専門家への援助要請行動には、専門的な

心理的援助に対して抱いている信頼性が影響を与える

［12］。さらに、援助要請のプロセスモデルでは、悩み

を持つ者が他者に援助を要請する意思決定をしてから

援助要請行動が実際に実行されるまでの間に、援助要

請方略の検討、そして潜在的援助者の探求が行われる

［7, 24］。そのため、相談手段や相談相手の情報が広告

の段階で情報提供されることは援助要請のプロセスと

して自然な流れであり、統制可能性を高める材料とも

なるため、援助要請行動を促進する可能性がある。

どのような広告のMSGがうつ病の援助要請を促せる

のかを精神疾患の既往歴がない対象者に調査した日本

の研究［23］では、行動しないことによる損失を中核的

なMSGとし、うつのサインと、医療や相談窓口に相談

することを促すMSGを含んだ広告が、援助要請意図に

影響することが示唆された。ただしこの研究で援助要請
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行動の増加に関する知見は得られなかった。広告を使用

した先行研究［9, 10］でも、具体的な援助要請行動を測

定する検討は行われておらず、どのような広告によって

実際に援助要請行動が促されるのかは明らかではない。

そこで本研究では、複数の検索連動型広告を実際に

出稿し、広告のリンク先ページで案内される電話相談

窓口への発信を測定することを通じて、援助要請行動

を促進する広告の要素を明らかにすることを目的とし

た。これまでに述べた先行研究の知見を基にすると、

（仮説1）直接的MSGは共感的MSGよりも援助要請行

動を促進する、（仮説2）広告に相談形態を明記した方が

援助要請行動が促進される、という二つの仮説が考え

られる。仮説1では、「相談してください」という直接

的MSGを含めた広告が、「つらかったですね」という共

感的MSGを含めた広告よりも援助要請行動を促進する

かどうかを検証する。仮説2では、「電話」による相談

であることと「保健師等の専門家」が相談を受け付ける

という相談形態を明記した広告が、明記していない広

告よりも援助要請行動を促進するかどうかを検証する。

Ⅱ　方　法
1　検索連動型広告の作成
広告は一つにつき見出しと説明文の二つの要素から

構成される。広告内容は、自殺予防を目的として設立

された特定非営利活動法人が実際に出稿した過去の広

告に基づき、制限字数内で仮説に示した要素を含んで

いること、及び相談を促す内容としての適切性を、臨

床心理士や精神保健福祉士である著者らで協議して決

定した。まず、広告の基本として見出しの前半を「死

にたいと思っているあなたへ」とし、説明文には「匿

名・無料で、死にたい気持ちや生活の悩みを相談でき

ます。」という文面を統一して含めた。次に仮説検証の

ための条件を組み合わせ、見出しの後半が直接的 MSG

（相談してください）か共感的 MSG（つらかったです

ね）になるようにした。さらに、相談手段（電話での相

談）と支援者情報（保健師等の専門家への相談）の有無

4種類を組み合わせた説明文を作り、合計8種類の広告

表1　作成した検索連動型広告の要素

見出し 説明文

No. 文面
仮説1

文面
仮説2

MSG 手段 支援者

1 相談してください 直接的 —

2 電話での相談です。 ○
3 保健師等の専門家への相談です。 ○
4 保健師等の専門家への電話相談です。 ○ ○
5 つらかったですね 間接的 —

6 電話での相談です。 ○
7 保健師等の専門家への相談です。 ○
8 保健師等の専門家への電話相談です。 ○ ○

（注）各広告に含めた要素に該当する欄に○を示した。全ての広告には、「死にたいと思っているあなたへ」という見出しと、「匿
名・無料で、死にたい気持ちや生活の悩みを相談できます。」という説明文を含み、加えて上表に従って要素を追加した。な
お、広告1、広告5については追加の説明文はなかった。

図1　作成した検索連動型広告及びリンク先ページ
（注）上図が作成した広告5、下図がリンク先ページ
を示す。
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を作成した。表1に8種類の広告にそれぞれ含まれる

要素を示し、図1に広告5を例示した。

2　広告の掲載
2019年2月13日～3月17日の33日間に Google広告

を用いて、作成した広告を全国で掲載した。検索語句

には、検索回数の多い「死にたい」「しにたい」「自殺し

たい」「自殺する」「死ぬ　方法」「自殺　方法」の6種類

を設定し、携帯電話・スマートフォン及び PCでいず

れかの語句が検索された場合に、8種類の広告のうち

の1つが検索結果にランダムに表示されるように設定

した。ただし、1ページに掲載される広告数は限られ

ているため、他の事業者が同様の自殺関連語を用いて

検索連動型広告を掲載している場合には、Google広告

のシステムの判断によって表示回数に偏りが生じる可

能性があった。

3　広告のリンク先ページ
厚生労働省が開設している「こころの健康相談ダイ

ヤル」（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ 

0000188813.html）に電話での相談を促す内容とした（図

1参照）。「こころの健康相談ダイヤル」とは、各都道府

県・政令指定都市が委託を受けて実施している公的な

電話相談事業である。説明文と「電話する」ボタン（以

下、電話ボタンとする）を画面に提示し、電話ボタン

がクリックされた場合は、電話が発信された場所を対

象地域とする相談窓口につながる「こころの健康相談

統一ダイヤル」への発信画面が立ち上がるように設定

した。加えて、相談が集中して電話がつながりにくい

こと、地域によって対応時間が異なること等、電話相

談の制限について明記した。

4　分 析
Google広告を利用して、各広告の表示回数と、検索

語句別の全広告表示回数及び広告クリック率を集計し

た。また Googleアナリティクスによって、広告の表示

回数に対する電話ボタンクリック数の割合（Conversion 

Rate: 以下、CVRとする）が集計されるため、各広告の

表示回数と積算し、電話ボタンクリック数を算出した。

その際に小数点第1位以下は四捨五入した。集計され

る情報には機能上、個人情報は一切含まれなかった。

次に、全体の広告表示数を Nとして、表示された広

告の種類（1～8）、含まれる要素（直接的MSG、共感的

MSG、相談手段、支援者情報）の有無（0/1）、電話ボタ

ンクリックの有無（0/1）を整理したデータセットを作

成した。仮説1を検証するために、MSGの種類（直接

的 MSG、共感的MSG）を独立変数、電話ボタンクリッ

クを従属変数とした二項ロジスティック回帰分析（強

制投入法）を実施し、共感的MSGを基準とした場合の

オッズ比（Odds Ratio: 以下、ORとする）を明らかにし

た。次に仮説2を検証するために、直接的MSGが見出

しの広告1～4において、相談手段、支援者情報を独立

変数、電話ボタンクリックを従属変数とする二項ロジ

スティック回帰分析を実施した。同様にして、共感的

MSGが見出しの広告5～8についても分析し、ORを算

出した。分析ソフトは SPSS ver.25.0を用いて、有意水

準は p<.05とした。

5　倫理的配慮
精神保健福祉士と臨床心理士が広告やウェブサイト

の表現によって対象者に否定的印象を与えないか十分

に検討を重ねた。本研究は広告やウェブサイトから収

集される形式的な数値データを用いた研究であること

から倫理審査を受けていないが、厚生労働省の承認を

受けて実施した。

Ⅲ　結 果
1　検索語句別の広告表示結果

6種類の検索語句別の広告表示回数と広告クリック

率を表2に示した。広告の表示回数が最多であったの

は「死にたい」での検索であり、検索の約40%が該当

した。次点の「しにたい」を合わせると、約60%が「死

（し）にたい」での検索であった。「死ぬ　方法」「自殺　

方法」のいずれかの検索は約20%を占めた。残りのほ

とんどは「自殺する」での検索で、「自殺したい」での

表2　検索語句別の広告表示の結果

語句 広告表示回数
広告クリック率
（%）

死にたい 235,807 （40.5%） 4.49
しにたい 136,762 （23.0%） 4.40
自殺したい 18,729 （3.5%） 4.87
自殺する 54,942 （11.2%） 5.33
死ぬ方法 78,024 （10.7%） 3.59
自殺方法 66,277 （11.1%） 4.37
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検索は約3%とわずかであった。広告クリック率は平

均4.42%となった。

2　各広告の表示回数、及び電話ボタンクリック数（表
3参照）
広告は合計590,541回表示され、各広告の表示回数は

46,763～102,594回と幅があった。全体的に共感的 MSG

が含まれている広告（5～8）の方が、直接的 MSGが含

まれている広告（1～4）よりも表示回数が多かった。広

告から電話ボタンクリックが行われた数は合計2,293回

（CVR=0.39%）で、各広告の電話ボタンクリック数は

218～352回（CVR=0.27～0.53%）であった。電話ボタン

クリックのうちの77回は、どの広告を経由したか不明

であった。CVRは、直接的 MSGの広告が平均0.50%、

共感的 MSGの広告が平均0.32%であり、0.20%近い差

が見られた。相談手段が含まれる広告（2, 4, 6, 8）は平

均0.44%、支援者情報が含まれる広告（3, 4, 7, 8）は平均

0.41%であった。広告に含まれる要素と電話ボタンク

リック数、及び CVRの関連を図2に示した。

3　ロジスティック回帰分析の結果（表4参照）
MSGの種類を独立変数としたロジスティック回

帰分析を実施した結果、共感的 MSGを基準とした

OR=1.59（95%信頼区間=1.46–1.73, p<.001）であり、共

感的 MSGよりも直接的 MSGを見出しとした方が、電

話ボタンクリックが約1.6倍多く生起していた。

次に、直接的 MSGを含んだ広告1～4において、そ

れぞれの要素を含まない場合の広告を基準とした場

合に相談手段は OR=1.10（95%信頼区間=0.97–1.25, 

p= .14）、支援者情報は OR=1.00（95%信頼区間=0.88–

1.14, p= .97）であり、いずれも電話ボタンクリックと有

意な関連は見られなかった。共感的MSGを含んだ広告

5～8においては、相談手段が OR=1.21（95%信頼区間

=1.08–1.35, p<.001）であり、電話ボタンクリックが約

1.2倍多く生起していた。一方、支援者情報は OR=0.95

（95%信頼区間=0.85–1.06, p= .33）であり、電話ボタン

クリックと有意な関連は見られなかった。

表3　各広告の表示と電話ボタンクリック

No. 表示回数 電話ボタンクリック数 CVR （%）

1 47,200 229 0.49
2 48,288 249 0.52
3 46,763 218 0.47
4 47,114 252 0.53
5 100,984 309 0.31
6 102,594 352 0.34
7 98,778 262 0.27
8 98,820 345 0.35

（注） 電話ボタンクリックのうちの77回は、どの広告を経
由したか不明であった。

図2　各広告の要素と電話ボタンクリック回数・電話ボタンクリック率
（注） 棒グラフが電話ボタンのクリック数、折れ線グラフが広告表示回数に対する電話ボタンクリック率（CVR）を表す。

電話ボタンがクリックされた広告の種類が不明だった77回分は図中に含まれない。
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Ⅳ　考　察
1　電話ボタンクリックに対する広告の影響
本研究では、自殺関連語をインターネットで検索す

る者に対して8種類の広告を作成して電話相談を促し、

リンク先ページでの電話ボタンクリックを増加させる

広告の要素を明らかにした。

広告が表示された検索語句は「死（し）にたい」が最も

多く、「自殺　方法」「死ぬ　方法」、あるいは「自殺す

る」がそれぞれ約1割であり、先行研究［20, 21］の検索

の割合と大きな相違はなかった。一方で広告クリック

率は、先行研究［20］が1～2%であったことと比較す

ると非常に高く、本研究で用いた広告に関心を持った

者は多かったと考えられる。同様に各広告の CVRも、

0.1%と報告されている先行研究［20, 21］よりも高かっ

た。自殺念慮を持つソーシャルメディアのユーザーに

介入するためのダイレクトMSGを検討した中国の研究

［26］では、MSGの送り手であるアカウントの信頼性、

MSGの簡潔さ、送り手である相談施設の電話番号が記

載されていること等がユーザーに好まれる要素として

示されており、本研究でも同様に、広告のMSGの簡潔

さや広告のリンク先ページの内容、電話相談の提供元

が公的機関で信頼性が高かったことによる影響が考え

られる。一方で、広告の種類によって CVRに倍近く差

があるため、広告の要素が援助要請行動に与えた影響

が異なることも示唆される。

2　仮説の検証
第一に、「つらかったですね」という共感的MSGを

含む広告よりも「相談してください」という直接的

MSGを含む広告の方が、電話ボタンクリックが起きる

確率は約1.6倍多くなった。したがって、直接的MSG

は共感的MSGより援助要請行動を促進する、とする仮

説1が支持された。広告を見た者に行動してほしいこ

とを簡潔に促す直接的 MSGは、実際に行動を促すと

いえる。この結果は、共感的MSGや直接的MSGをい

つ相手に伝えるかを使い分けることの重要性も示唆し

ている。通常、ゲートキーパーは「気づく」「話を聴く」

「つなぐ」「見守る」役割をとり［16］、共感的コミュニ

ケーションを行った後に専門家への援助要請行動を促

す説得的コミュニケーションを行うことが一般的であ

る。それに対して OGでは、対象者が広告を通して支

援者の存在に「気づく」、そして「つながる」「話す」と

いう順番になる。したがって相談を促すための広告は、

話を聴く際に必要な共感的MSGよりも、つながること

を促す直接的MSGを伝える段階にあり、それに適した

MSGとすることが望ましいと考えられる。

第二に、相談形態を説明に含むことについては、広

告の見出しが共感的MSGの場合に限り、相談手段を含

むことによって電話ボタンクリックが起きる確率は1.2

倍多くなった。したがって、相談形態を明記すると援

助要請行動が促進されるとする仮説2は、「相談手段」

については一部支持され、「支援者情報」については支

持されなかった。

相談手段を含む広告は、見出しがどちらでも相談手

段を含まない広告より CVRが高かったが、有意な関連

は共感的 MSGのみで示され、直接的 MSGでは示され

なかった。すなわち、相談手段は統制可能性を高めた

り援助要請の検討を進めたりするというよりも、直接

的 MSGと同様に、対象者に行動してほしい内容を簡潔

に伝える文面として効果があった可能性がある。それ

に対して支援者情報は電話ボタンクリックと有意に関

連せず、追加の説明が何もない広告と CVRがほとんど

変わらなかった。メンタルヘルスの相談相手は家族や

友人などの身近な非専門家か、医師やカウンセラーな

どの専門家に分類されるが、インターネット広告であ

るという時点で、見た者は広告に情報が含まれていな

表4　ロジスティック回帰分析の結果

分析に用いた広告 （表示回数） 独立変数 偏回帰係数 OR 95%信頼区間 p値

全種類 
（N=590,541）

MSGの種類 0.46 1.59 1.46–1.73 <.001

直接的MSGの広告 
（N=189,365）

相談手段 0.10 1.10 0.97–1.25 .14
支援者情報 0.00 1.00 0.88–1.14 .97

共感的MSGの広告 
（N=401,176）

相談手段 0.19 1.21 1.08–1.35 <.001
支援者情報 －0.06 0.95 0.85–1.06 .33

（注） MSGの種類のORは、共感的MSGを基準とした場合の直接的MSGのオッズ比。相談手段と支援者情報のORは、そ
れぞれを要素として広告に含まない場合を基準とした、含む場合のオッズ比。
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くても相談相手が専門家であると分かっていたと考え

るのが自然である。また、相談を行う者の情報は、広

告を見た者を行動の主体としていない点で相談手段と

も異なる。以上より、支援者情報は広告を見て援助要

請行動を起こすかどうか検討する段階に重要な情報で

はなかったと考えられる。

3　本研究の強みと課題
本研究の強みは2点ある。1点目は、実際に行動を促

したい対象者そのものにMSGを提示して効果を検証し

たことである。これまでの先行研究［10, 23］は一般成人

に対する場面想定法による検討であった。本研究は実際

に広告を掲載して電話相談窓口への相談を促しており、

2千人以上の者が電話を掛けている点で自殺対策にも貢

献している。2点目は、抱えている悩みや気持ちを相談

してほしい旨の直接的MSGが援助要請行動を促進する

ことを示した点である。精神的に追い込まれ「死にたい」

等と検索している者に対しては、共感的MSG［10］や相

談しないことによる損失［23］を伝えなくても、簡潔な

MSGで相談が促されることが明らかとなった。この知見

は自殺対策の様々な場面に応用できるであろう。

一方で、本研究の課題は4点ある。1点目は、対象

者の援助要請行動による結果を追跡できていない点で

ある。本研究では電話ボタンクリック数を援助要請行

動の指標としており、対象者の掛けた電話が支援者に

つながり相談に至ったのかどうかまでは把握できてい

ない。将来的には、援助要請行動を実行した後の経過

まで検討していくことが必要である。2点目は、検索

語句と表示された広告の交絡を検討できなかった点で

ある。ソーシャルメディアで「自殺したい」とつぶやく

者の方が「死にたい」とつぶやく者より自殺リスクが高

いことが示唆されている［19］が、「自殺したい」「自殺　

方法」の語句で検索した自殺リスクの相対的に高い層

に、共感的 MSGの広告が多く表示されたり、「死にた

い」の語句で検索した自殺リスクの相対的に低い層に、

直接的 MSGの広告が多く表示されたりする等、広告

表示に偏りがあった可能性がある。広告が表示される

語句を一つに設定して一定期間広告を掲載し、語句を

変更してまた一定期間広告を掲載する、といった実験

計画によって、この課題点は克服することができる。3

点目は、属性や自殺念慮の程度等の個人差を加味でき

なかった点である。検索語句と同様に、表示された広

告が性別や年齢によって偏りがあった可能性があると

ともに、属性や自殺念慮の程度は広告からの説得のさ

れやすさや援助要請行動の起こしやすさと関連すると

考えられる。広告のリンク先ページにアンケートを設

けて個人データを集め、性別や年代による層別の分析

や、自殺念慮を調整変数としたロジスティックモデル

を検討する必要がある。自殺関連語の検索や広告をク

リックした者の中には、自殺対策の関係者等も含まれ

ていた可能性があるため、データの精査にもアンケー

トを用いることができるだろう。4点目は、対象者が

日本語を使用する者が行った検索に限定される点であ

る。本研究で用いた広告の表現を他の言語にそのまま

翻訳して同様の結果が得られるとは限らない。他言語

への一般化可能性は、例えば自殺率の高さが報告され

ている在日韓国人［27］に対して直接的MSGや相談手

段を含んだ韓国語の広告を提示した結果との比較検討

等、更なる実証が必要である。

Ⅴ　結　論
自殺リスクを有する者の援助要請行動を促進するこ

とを目的としたインターネット広告には、対象者に相

談をしてほしいことを伝える直接的MSGと、相談に用

いる相談手段を記載することが望ましい。
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